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概要 知識情報社会において必要とされる情報倫理に関連する諸問題について、学校教育分
野では相当の研究、教育実践などが進んでいる。しかし、社会人に対する同教育では、企業
内社員等教育体制、カリキュラムなどの進行はあるものの、失業者や未就職者のセーフティ
ネットとなる職業訓練制度においては、その教育体制は不備の現状にある。 
 そこでその現状を示すと共に、職業訓練制度に沿って行われる公共職業訓練の中で、雇用・
能力開発機構が実施する委託訓練における同教育のありようを模索すると共に、カリキュラ
ムの作成を行う。 
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1. はじめに 
1.1 背景と目的 
 新聞やニュース、或は様々な書物において、
コンピュータ技術およびネットワーク技術の発
達による情報倫理の問題が社会に溢れている。 
 今の社会環境はインターネットの出現で激変
していることは言うまでもない。現行の法律や
秩序が、コンピュータ技術の進歩とビジネスモ
デルの変化に追いついておらず、現在の情報ネ
ットワーク社会では機能しないために、各地で
情報倫理の問題が噴出している。 
 こういった問題を解決するための方法の１つ
として、私は情報倫理教育が有効だと考える。 
 これまでの情報倫理は、コンピュータなどを
使って情報操作に携わる人々の専門的な倫理で
あったが、今の時代では情報操作が誰でもでき
る時代となっている為、情報倫理が万人に必要
な知識となっている。しかしそういった知識が
ないために、いつの間にか犯罪に巻き込まれて 
†近畿大学経済学部非常勤講師 
被害に遭ってしまったり、或は知らず知らずの
うちに加害者になったりするケースも少なくな
い。従って、情報倫理に関する知識をつけてお
けば、少なからずトラブルは減らせるであろう。 
 そこで本論文では、情報倫理に関する問題を
解決するための方法の１つである情報倫理教育
を、社会人を対象として考察する。 
 しかし、社会人全員に対して一斉に教育をす
るというのは不可能であるため、今回は雇用・
能力開発機構が開講する職業訓練を受講する
人々を対象として、職業訓練における情報倫理
教育の必要性とその現状を明らかにし、情報倫
理教育のカリキュラムを作成して提案する。 
 
1.2 研究の方法 
 情報倫理教育に関する先行研究は学校教育分
野におけるものが多く、社会人向け教育のもの
はほぼ皆無であった。 
 なぜ学校教育分野に関する先行研究が圧倒的
に多いかについては、初等中等教育においては 
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学習指導要領を基にしたカリキュラムがあり、
高等教育にあたる大学などでは学習指導要領こ
そないものの、各機関において専門家が授業カ
リキュラムを編成している。またなによりも教
育課程、または教育機関という枠組みの中にお
いて議論を展開し、さらにその方法論を実践し
やすい環境であるためはないかと考えられる。 
 そこで、研究が盛んである学校教育分野にお
ける情報倫理教育を参考にしつつ、職能倫理の
側面からも社会人教育を考え、委託訓練におけ
る情報倫理教育のカリキュラムを作成すること
自体が初の試みとなり、本研究のオリジナリテ
ィとなる。 
 本研究の主たる方法は、文献調査で行う。 
 まず情報倫理を情報と倫理に分けて問い直し
てその範疇を明らかにし、学校教育分野と社会
人教育分野において情報倫理教育の現状がどう
なっているのか、その特徴と問題点を洗い出す。 
 次に、職業訓練制度について法体系や関連書
類からその詳細を分析し、委託訓練の対象者を
明確にするとともに、現行の情報倫理カリキュ
ラムを分析してその問題点を指摘する。 
 最後は、基礎的な知識は学習指導要領から、
職能倫理については著名な学会の倫理綱領を分
析し、委託訓練の対象者に教育できそうな内容
の抽出を試みる。 
 以上の研究及び考察によって総合的に判断し、
カリキュラムの作成を行う。 
 
2. 情報倫理教育の現状 
2.1 情報倫理の範疇 
 情報倫理とは応用倫理学の１つである。応用
倫理学は他に、医療倫理、生命倫理、政治倫理、
環境倫理、技術倫理、科学倫理などのジャンル
があり、各専門分野において問われる倫理であ
る。これら応用倫理学のジャンル名を見てみる
と、それぞれ「専門分野」と「倫理」の複合語
であることがわかる。すなわち、「専門分野」と
「倫理」の論理積概念であり、「倫理」概念を「専
門分野」に限定したものである。従って情報倫
理は、情報分野に限定して倫理の問題を取り扱
うものである。 
 では、情報倫理の「情報」とは何を指すもの
なのかを考える。 
 まず、情報倫理という言葉はいつ頃から使わ
れ始めたのかを辿ると、その起源と言われるの
は、James H Moor の“What is Computer 
Ethics?” [1]という論文である。この論文によ
ると、「コンピュータは特別なテクノロジーであ
り、特別な倫理的問題を生み出す。」との書き出
しで始まる。 
 １９８０年代までのコンピュータは、特別な
テクノロジーだったので、コンピュータ技術に
関する倫理的な問題は、専門家の倫理として考
えられていた。しかし土屋[2]によると、１９８
０年代は専門家の倫理とされていた情報倫理が、
１９９０（平成２）年を越えてからは万人に必
要な知識となっていると言う。 
 確かに、１９９０年代後半からは日本でイン
ターネットの利用率が急増し、２００２（平成
１４）年には５０％を越え[3]、現在ではコンピ
ュータそのものは当然であるが、携帯電話やゲ
ーム機器、家電に至るまで、あらゆる物にコン
ピュータや通信機器が搭載されているので、専
門家ではない人でも身近に情報操作が行える環
境にある。従って、情報倫理が万人に必要な知
識だと土屋が提言した事については同意する。 
 以上のことから、情報倫理における「情報」
とはコンピュータ、及び情報技術を指し、さら
には現在の ICT 環境をもその範疇にしている
と言える。 
 次に、情報倫理の「倫理」が何を指すものな
のかを考える。一般的に、倫理、道徳、モラル、
エチケット、など人の行為や思考についての美
意識を問う言葉は多々あるが、その範囲はどこ
を指すのだろうか。これらの語の定義は様々な
論説があるが、そのいくつかを挙げ、まとめる。 
 和辻は倫理と道徳について、以下のように述
べている。 
 倫理については「倫理とは人間共同態の存在
根柢として、種々の共同態に実現せられるもの
である。それは人々の間柄の道であり秩序であ
って、それあるがゆえに間柄そのものが可能に 
[1]James H Moor, ” What is Computer Ethics? ” 
Metaphilosophy, 1985, Vol.16, No.4,pp.266-275 
[2]土屋俊,”コンピュータ・エシックス？ インターネッ
ト・エシックス？”,『情報倫理の構築』,水谷雅彦・越智
貢・土屋俊 編,新世社,2003,pp.2-38 
[3]総務省 編,『情報通信白書 平成 21 年度版』,ぎょうせ
い,2009,p.120 
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せられる。[4]」とし、道徳については「道徳と
いう語は通例個別性を固定した独立的個人の立
場において用いられる。[5]」とある。つまり、
道徳は自己の内面においてその思考についての
美意識を問うものであって、行為にまでは及ば
ない“自己規範”であるのに対し、倫理は自己
の内面だけではなく、共同体としての社会と人
間の関係において、その行為や思考についての
美意識を問うものであることがわかる。 
 また“共同体としての社会”で求められる価
値観は、国や地域およびコミュニティの性質に
よって異なるものであり、時代によっても変化
するものである。従って、倫理が問う行為や思
考は日々刻々と変化していることも忘れてはな
らない。 
 そして倫理は法的規制とも密接に関係してお
り、法と倫理について矢野と林は、その根拠、
強制力、強制の方法、適用領域を以下（表１）
のように対比し、その上で倫理観の関係無関係、
法の適合不適合を４象限（表２）で考えること 
 
表１ 法と倫理の対比 
 法 倫理 
根拠 
基本的人権を
有する国民の
合意 
人間の内面的義務
感、公共に対する信
頼、他人に対する思
いやり 
強制力 
国家による強
制あり 
強制力なし。ただし
制度的用件や組織の
規制などの条件が整
えば、実質的な強制
力を持つことあり 
強制の 
方法 
強制執行、刑罰
の適用 
良心の呵責、後ろめ
たさなど。ただし上
欄後段の場合は、資
格停止、除名など 
適用領域 
法の原則が確
立された分野 
法が不在または法原
則が未確立の分野 
出所：矢野直明 林紘一郎『倫理と法 情報社会
のリテラシー』p180 表８より[6] 
[4]和辻哲郎,『人間の学としての倫理学』,岩波書店, 
2007,p.17 ※原書は 1934 年に発刊 
[5]同上,p.132 
[6]矢野直明 林紘一郎,『倫理と法 情報社会のリテラシー』,
産業図書,2008,pp.179-180 
ができるとし、以下のように説明している。表
１について補足するならば、倫理の強制力は、
組織までいかないコミュニティレベルでの共同
体においては、仲間外れという形での強制力も
考えられる。 
 この表のそれぞれの象限について分析し、Ｉ
ＣＴ環境における行為の例を挙げ、考える。 
（ａ）の分野は倫理観に依存するが法に不適合
な行為で、専ら倫理観にのみ依存し、法で明文
化されていないものをいう。現在において適合
させる法が制定されていない行為は、そのよう
な行動を起こすかどうかは、行為者の倫理観に
よって判断されてしまう。なぜならば表１にも
ある通り、倫理には基本的に強制力がないから
である。良心の呵責や後ろめたさなどがなけれ
ば、人が行動を起こしてしまう可能性は否定で
きない。この分野に属するものの例として、電
車内の優先座席近辺では携帯電話の電源をＯＦ
Ｆにするという行為が挙げられる。これは「周
りの人への思いやり」という倫理観であり、携
帯電話の電源を入れっ放しにしていても罰せら
れることはないが、ペースメーカーなどの機器
を体内に入れている方々のことを考えると、や
はりＯＦＦにしておく方が望ましい。 
 （ｂ）の分野は倫理観に依存し、かつ法に適
合する行為で、倫理的な善悪の判断が法に則っ 
 
表２ 倫理観と法の４象限 
 倫理観 
依存 無縁 
法
 
適合
 
（ｂ）善悪の判断
が合法・違法の判
断に対応するも
のとして、法的に
規制されている
分野 
（ｃ）社会秩序を
維持するためのル
ールとして法に規
定があるが、その
善悪については倫
理的な価値観とは
無縁である分野 
不適合
 
（ａ）法の適用は
なく専ら倫理観
に依存している
分野 
（ｄ）慣習、慣習
法 
出所：矢野直明 林紘一郎『倫理と法 情報社会
のリテラシー』pp184-189 より作成[7] 
[7]前出『倫理と法 情報社会のリテラシー』,pp.184-189 
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ているものをいう。例を挙げるなら、情報窃盗
の場合は不正アクセス禁止法が適用され、掲示
板上やメールでの侮辱や殺人予告などは名誉毀
損罪、脅迫罪、威力業務妨害罪などが適用され
る。これらの行為は倫理観に照らし合わせても
問題があり、かつ法でも咎められる行為である。 
 （ｃ）の分野の倫理観とは無縁だが、法には
適合する行為とは、社会秩序を維持するための
ルールが明文化されているものである。電子契
約法など、Ｗｅｂ上での商取引に関するルール
を決めたものが例として挙げられ、その善悪は
倫理観と無縁であると言える。しかし現実世界
においては、信号や左側通行のように、社会秩
序がやがて倫理観へと変化するものもあるが、
本論ではそこまで言及しない。 
 （ｄ）の分野は倫理観とは無縁で、かつ法に
も不適合な行為であり、この説明として「慣習」
あるいは「慣習法」と矢野・林[7]はしている。
キーボードの配列や、マウスの左右のボタン（通
常は左が決定ボタンで、右がメニューボタンと
して使用）など、法律で定められているわけで
もなければ、倫理的な判断でこれらのものが決
められたわけでもない。日常生活で言うならば、
エスカレーターに乗る際、急いでいる人のため
に右を空けるのか左を空けるのか（日本国内で
あれば通常、大阪は左を空け、東京は右を空け
る）という判断と同様である。 
 ここまで情報倫理で扱う「倫理」について考
えてきたが、情報倫理は個人の行為や思考につ
いての美意識を問うのではなくネットワーク上
という共同体においての行為が問われ、かつ法
規制もその範囲に含めて考える必要があるため、
表２の（ａ）（ｂ）を範疇として扱うべきである
と考えられる。 
 
2.2 学校における情報倫理教育 
 ここでは、中学校、高等学校、大学における
情報倫理教育の現状を明らかにする。 
 まず中学校と高等学校について、情報倫理教
育が学習指導要領に初めて登場したのは、２０
０２（平成１４）年に施行された中学校学習指
導要領である。その中の「技術・家庭」の技術
分野にある「情報とコンピュータ」という項目
に「情報化が社会や生活に及ぼす影響を知り、
情報モラルの必要性について考えること。」とあ
り、この内容を取り扱うにあたっては「インタ
ーネット等の例を通して、個人情報や著作権の
保護及び発信した情報に対する責任について扱 
うこと。[8]」と記されている。 
 その翌年、２００３（平成１５）年には高等
学校の学習指導要領で授業科目「情報」が新設
された。情報Ａで「情報の収集・発信における
問題点」を指導するにあたり、「情報の伝達手段
の信頼性、情報の信憑性、情報発信に当たって
の個人の責任、プライバシーや著作権への配慮
などを扱うものとする。[9]」とあり、情報Ｃで
「情報の公開・保護と個人の責任」を指導する
際には「情報の保護の必要性については、プラ
イバシーや著作権などの観点から扱い、情報の
収集・発信に伴って発生する問題については、
誤った情報や偏った情報が人間の判断に及ぼす
影響、不適切な情報への対処法などの観点から
扱うようにする。[10]」とある。 
 現在の学習指導要領より以前のものは、情報
技術（ソフトウェアやプログラムなど）の使い
方に特化し、情報倫理教育については触れてい
なかったのに対し、現在の学習指導要領はいず
れも、コンピュータが誰でも扱える現代は情報
の収集や発信が容易にできることから、その特
性や注意を指導する内容となっている。 
 ここで「情報モラル」という言葉が中学校学
習指導要領に出てきたが、情報倫理教育と情報
モラル教育の違いは何なのか。これについては
越智[11]が「情報モラルが、発達段階を考慮して
造語された初等中等教育版情報倫理だと見なす
のが自然である。少なくとも、そうでないこと
を示す資料はない。」としており、私もこの考え
に賛同する。 
 なぜなら、発達段階に応じての教育は、道徳
教育と倫理教育の関係においても同様の傾向が
見られるからである。小中学校での科目名は「道
徳」であり、学習指導要領[12][13]では「１．主と
して自分自身に関すること。２．主として他の 
[8]文部科学省,” 中学校学習指導要領 第 8 節 技術・家庭”, 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/sonota/ 
990301/03122602/009.htm,(2010/08/08 確認) 
[9]文部省,『高等学校学習指導要領解説情報編』,開隆堂出
版,2000,p.36 
[10]同上,p.70 
[11]越智貢,”「情報モラル」の教育”,『情報倫理学』,越智貢・
土屋俊・水谷雅彦 編,ナカニシヤ出版,2000,p.194 
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人とのかかわりに関すること。３．主として自
然や崇高なものとのかかわりに関すること。４．
主として集団や社会とのかかわりに関するこ
と。」の４項目を軸とした指導内容である。最後
の「４．主として集団や社会とのかかわりに関
すること。」とは、先に言及した内容から考える
と、倫理の範疇に入るものが、小中学校では道
徳として教育されている事になる。 
 そして高等学校では「倫理」という科目名で、
学習指導要領[14]では「(1)青年期の課題と人間と
しての在り方生き方」と「(2)現代と倫理」を指
導内容とし、(1)の指導については「中学校社会
科及び道徳並びに公民科に属する他の科目、地
理歴史科及び特別活動などとの関連を図るとと
もに、全体としてのまとまりを工夫し、特定の
事項だけに偏らないようにすること。」と、中学
校道徳との関連に配慮する事と定められている。 
 以上の事から学校教育における倫理教育も、
発達段階を考慮して道徳から倫理へと移行して
いることが見てとれる。そして情報倫理教育に
おいても、同様の手法でカリキュラムが作成さ
れたと考えられる。しかし「情報道徳」とはな
かなか表現しないため、モラルと道徳が同じ意
味でもあるので、造語として「情報モラル」と
いう言葉が生まれたのではないだろうか。 
 次に、大学での情報倫理教育については、学
習指導要領のように統一されたものはないが、
各大学で専門家とされる先生方が授業カリキュ
ラムを編成している。ここで、情報倫理の授業
がある５つの大学を無作為に抽出し、そのシラ
バスから教育内容を分析することを試みた。 
 シラバスの内容は伏せるが、その学習概要と
授業計画から大きく分類すると、知的所有権を
中心とする法関連の分野、情報を扱う人間の倫
理に関連する分野、コンピュータネットワーク
の技術に関連する分野、という３つの分野が見
てとれる。 
 各大学がどの分野に傾向しているかを改めて 
[12]文部科学省,”小学校学習指導要領 第 3 章 道徳”, 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/sonota/99030
1b/990301b.htm,(2010/08/08 確認) 
[13]文部科学省,”中学校学習指導要領 第 3 章 道徳”, 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/sonota/ 
990301c/990301j.htm,(2010/08/08 確認) 
[14]文部科学省,”高等学校学習指導要領 第 3 節 公民”, 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/sonota/ 
990301d/990301d.htm,(2010/08/08 確認) 
見ると、大学Ａは法と倫理、大学Ｃは法、大学
Ｄは技術、そして大学Ｂと大学Ｅは法と倫理と
技術を満遍なく取り上げている。さらに大学Ａ
や大学Ｅでは、学生にレポートを発表させたり、
ケーススタディも取り入れたりすることによっ
て、学生を能動的に動かして学習させるような
取り組みをしていることが伺える。 
 このように、中学校と高等学校の教育では統
一基準となる学習指導要領を基にしたカリキュ
ラムがあり、高等教育にあたる大学は学習指導
要領こそないものの、各大学で専門家が授業カ
リキュラムを編成している。また教育課程、及
び教育機関という枠の中で議論を展開し、その
方法論を実践しやすい環境であるので、学校教
育分野では情報倫理教育の研究が盛んである。 
 
2.3 社会人に対する情報倫理教育 
 前節では、学校教育分野においては研究が盛
んであることがわかったが、では学校を卒業し
た社会人については、情報倫理教育をする場が
どこにあるのかを考える。 
 これを考えるにあたって、社会人の定義を明
確にする必要がある。本論では「義務教育修了
者であり、かつ、主たる立場が高校生あるいは
学生でない者」を社会人の定義とする。 
 「義務教育修了者」を基準の１つとした理由
は、労働基準法（昭和二十二年四月七日法律第
四十九号）第五十六条第一項にて「使用者は、
児童が満十五歳に達した日以後の最初の三月三
十一日が終了するまで、これを使用してはなら
ない。」とし、内閣府も平成十五年度版国民生活
白書にて、フリーターを「１５～３４歳の若年
（ただし、学生と主婦を除く）のうち、パート・
アルバイト（派遣等を含む）及び働く意志のあ
る無職の人[15]」と定義していることから、国も
義務教育が終われば労働力とみなしていること
が伺えるからである。 
 ２つめの基準を「主たる立場が高校生あるい
は学生でない者」と表現した理由は、最近は労
働者の中にも夜間に開講する大学や専門学校へ
通う、或いは通信教育によって勉学に励む人々
もいる。彼らは労働者と学生の属性を同時にも 
[15]内閣府 編,『国民生活白書 平成 15 年度版』,ぎょうせ
い,2003,p.10 
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つが、主たる立場は労働者であると思われるの
で、学生として社会人の枠外と扱うべきではな
いと考える。 
 では、このような社会人に対して情報倫理を
教育していけるのか。社会全体に一斉に知らし
めるという意味では、ＣＭやポスターあるいは
ホームページなどによる啓蒙活動があるが、こ
れを教育というにはほど遠く、かつ社会全体に
浸透させるのは不可能に近い。 
 では社会人をどのような視点で分類し、分類
した各属性の人々にどのような教育をすればい
いのかを考える必要がある。そこで社会人を、
何らかの組織への所属という視点で捉え、その
場でどのような教育が為されているか、いくつ
か例を挙げる。 
 所属が企業である場合は、情報の考え方や取
り扱い方法について、従業員の意識を変えさせ
るため、経営者側は企業内の行動規範や倫理綱
領でこれを定め、企業内社員教育などにより、
情報倫理教育を行うケースが増えている。これ
は一定の効力があるのではないだろうか。なぜ
ならば、表１によると倫理の強制力については
「組織の規制などの条件が整えば、実質的な強
制力を持つことあり」とし、強制の方法は「資
格停止、除名など」とあるため、労働者は解雇
という手段を経営者に行使させないために、行
動規範を遵守すると考えられる。 
 次に企業に所属しない者が所属する組織につ
いては、例えば専業主婦の中でも子供がいるな
らば、子供が通う学校に保護者として所属する
と考えることもできる。このような人々は学校
が主催するセミナーなどにより、携帯やパソコ
ンを取り巻く現状を講演により学習できる環境
にあると考えられる。内容は学校という性質上、 
有害情報など情報化社会の負の部分から子供を
守る内容である。これについては企業ほどの強
制力はないものの、表１にある倫理の根拠「人
間の内面的義務感、公共に対する信頼、他人に
対する思いやり」に働きかけ、子供を守るため
にセミナーで聞いた内容を遵守するという一面
が考えられる。 
 他にも様々な組織が考えられるが、それらに
漏れてしまう人々もいるはずである。しかし、
組織に所属していない人々は、教育を受ける場
が身近にないのかというとそうではない。キャ
リアチェンジや再就職のためのステップとして
活用される職業訓練制度が、教育を受けられる
場の１つであると考えられる。職業訓練制度は、
公的機関によるセーフティネットとしての役割
もある。特に近年の経済状況から即戦力が労働
者に求められる時代であり、労働者はより一層
のスキルアップを余儀なくされているため、職
業訓練制度における教育は重要な意味を持つと
言える。 
 
3. 公共職業訓練の現状 
3.1 雇用・能力開発機構が行う公共職
業訓練と、委託訓練受講者の属性 
3.1.1 雇用・能力開発機構が行う公共職業訓
練の中の委託訓練 
 公共職業訓練を実施する根拠となる法律は、
職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十
四号）である。この法律の施行にあたっては、
職業能力開発促進法施行令（昭和四十四年政令
第二百五十八号）、及び職業能力開発促進法施行
規則（昭和四十四年労働省令第二十四号）（以下、
「省令」という。）によって規定され、さらなる
細則については、厚生労働省の告示や通知によ
って随時定められている。 
 職業能力開発促進法（以下、「法」という。）
では、その目的、基本理念、責務を以下のよう
に定めている。 
 法第一条では、目的を「職業訓練及び職業能
力検定の内容の充実強化及びその実施の円滑化
のための施策（中略）を総合的かつ計画的に講
ずることにより、職業に必要な労働者の能力を
開発し、及び向上させることを促進し、もつて、
職業の安定と労働者の地位の向上を図るととも
に、経済及び社会の発展に寄与する」と掲げて
いる。 
 基本理念については、法第三条で「職業能力
の開発及び向上の促進は、（中略）労働者の職業
生活設計に配慮しつつ、職業生活の全期間を通
じて段階的かつ体系的に行われること」と定め
られている。 
 法第四条第二項では、国と都道府県の責務に
ついて「職業を転換しようとする労働者その他
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職業能力の開発及び向上について特に援助を必
要とする者に対する職業訓練の実施、事業主、
事業主の団体等により行われる職業訓練の状況
等にかんがみ必要とされる職業訓練の実施」と
定めている。 
 これら３つの条文から、経済及び社会の発展
には、労働者に職業訓練を行うことによってそ
の能力を向上させる、国や都道府県の施策が重
要であるとし、職業訓練は職業生活において段
階的かつ体系的に行われることが必要だという
趣旨がわかる。 
 では、ここでいう段階的とは、どういった段
階なのかを考えるにあたって、３つの視点があ
るとされている。法のコンメンタール[16]による
と、雇用、年齢という２つの視点、そして職業
能力開発基本計画（平成十八年七月二十五日厚
生労働省告示第四百四十九号）第二部の二によ
ると、職業キャリアという視点がある。 
 まず雇用という視点でみると、就職前、採用
時、在職時、離職時という段階がある。次は年
齢という視点になると、若年期、壮年期、中高
年齢期などの段階がある。最後に職業キャリア
という視点であれば、職業生活に入る前の準備
期、職業生活に入っている及び中断している発
展期、職業生活の引退過程に入る円熟期がある。 
 職業訓練は、このような様々な段階にある労
働者に対して、適切な形で行われなければなら
ない。 
 公共職業訓練は、訓練の課程を法第十九条第
一項に職業訓練の基準として定めているが、詳
細は省令第九条に６種類の訓練課程を掲げ（表
３）、それぞれの訓練基準は省令第十条から第十
五条に定めている。 
 職業訓練の種類は、専門的で高度な技能労働 
 
表３ 省令第九条に定められている訓練課程 
職業訓練の種類 長期間の 
訓練課程 
短期間の 
訓練課程 
普通職業訓練 普通課程 短期課程 
高度職業訓練 専門課程 
応用課程 
専門短期課程
応用短期課程
 
[16]労務行政研究所 編,『改訂版 職業能力開発促進法』, 労
務行政,2008, p.132 
者の育成を目指す高度職業訓練と、それ以外を
教育する普通職業訓練とに分類される。またそ
れぞれの訓練課程は短期間と長期間がある。 
 これら６種類の課程がある職業訓練を行うた
めに、法第十五条の六第一項、及び法第十六条
に公共職業能力開発施設の設置が定められてい
る。その種類は職業能力開発校、職業能力開発
短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開
発促進センター、障害者職業能力開発校の５種
類である。 
 これらの公共職業能力開発施設を運営する組
織として雇用・能力開発機構があり、これは独
立行政法人雇用・能力開発機構法（平成十四年
十二月十三日法律第百七十号）に基づいて設置
されている。運営については、同法第十一条第
一項第七号に「職業能力開発短期大学校、職業
能力開発大学校、職業能力開発促進センター、
及び職業能力開発総合大学校の設置及び運営、
法第十五条の六第一項 ただし書に規定する職
業訓練の実施並びに事業主その他のものの行う
職業訓練の援助を行うこと。」と定められている
が、雇用・能力開発機構は、独立行政法人雇用・
能力開発機構法第十一条第一項第七号に定めら
れたように、これらの公共職業訓練施設を直接
運営するだけではなく、民間企業や専修学校（以
下「受託機関」という。）に職業訓練を委託でき
る。 
 雇用・能力開発機構が受託機関に配布した資
料によると、民間教育訓練機関等を活用した離
職者訓練の目的について、「民間教育訓練機関等
を活用した離職者訓練（以下「委託訓練」とい
う。）は、職業能力開発促進法第十五条の六第三
項に基づき、職業能力の開発及び向上について
適切と認められた施設（専門学校等）において、
受講者全員が就職に必要な技能・知識を習得し、
訓練終了後の早期に就職することを目的として、
公共の職業訓練として実施するものです。[17]」
との記述があることから、委託訓練の定義が「民
間教育訓練機関等を活用した離職者訓練」であ
ることが読み取れる。 
 また、委託訓練は公共職業訓練において、ど
の位置づけで行うべきかについては、「職業能力
開発促進法施行規則第９条に規定する短期課程 
[17]雇用・能力開発機構,”平成 21 年度民間教育訓練機関等
を活用した離職者訓練に係る企画競争説明書”,2009,p.1 
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の普通職業訓練（通信の方法によって行う訓練
を除く。）として求職者向けに必要な知識・技能
等の職業能力を付与するものであること。[18]」
との記述がある。 
 以上のことから、雇用・能力開発機構が行う
委託訓練は、省令第十一条に定められた、短期
課程の訓練基準が適用されることがわかる。 
 
3.1.2 委託訓練受講者の平均像 
 先に挙げた委託訓練は、どのような人々が対
象となっているのだろうか。カリキュラムを考
えるにあたって、受講者の平均像を捉えておく
必要がある。これを、厚生労働省や雇用・能力
開発機構が発表する資料から明らかにする。 
 現在、雇用・能力開発機構が行う委託訓練は、
２種類３コースが行われている。 
 委託訓練の受講者は、厚生労働省および雇
用・能力開発機構の様々な書類や発表から、法
第三条にある「段階的」の基準となる年齢段階、
雇用段階、職業キャリア段階という３つの視点
を軸に、どのような人々が対象となるのかを、
厚生労働省や雇用・能力開発機構が発表する３
つの資料から捉える。 
 雇用・能力開発機構が受託機関に配布した資
料によると、現在実施されている委託訓練活用
型デュアルシステム（若年コース・知識実践習
得コース）と、再チャレンジコースという２種
類３コースの受講対象者について、委託訓練活
用型デュアルシステム（若年コース）は「公共
職業安定所に求職申込をする概ね３５歳未満の
求職者[17]」とあり、委託訓練活用型デュアルシ
ステム（知識実践習得コース）は「公共職業安
定所に求職申込をする職業能力形成機会に恵ま
れなかった者[17]」とし、再チャレンジコースは
「公共職業安定所に求職申込をする概ね２５歳
以上３５歳未満の求職者（パートやアルバイト 
等の不安定な就労を繰り返していること等から
訓練の対象とすることが適切であると認められ
る者については年齢の制限なし。求職者には非
正規労働者として就労中の者を含む。）[19]」と
ある。 
[18]雇用・能力開発機構,”平成 21 年度民間教育訓練機関等
を活用した離職者訓練に係る企画競争説明書”,2009, 
p.12 
[19]同上,2009,p.2 
 また、職業訓練実施計画（平成二十一年四月
一日厚生労働省告示第二百五十一号）では第三
部一の離職者訓練の対象者数等において、対象
者数と共にその委託訓練の対象者像も併記され
ており、「フリーター」「子育て終了後の女性等
これまで職業能力形成の機会に恵まれなかった
者」「年長フリーター」「就業経験が乏しく、又
は職業能力形成の機会に恵まれなかった者」と
の記述がある。 
 職業能力開発基本計画（平成十八年七月二十
五日厚生労働省告示第四百四十九号）第四部の
二によると、「（１）職業キャリアの段階に応じ
た支援の充実 イ．準備期における支援」の中
で、「若年失業者やフリーター等については、そ
の状況に応じ必要なキャリア・コンサルティン
グやカウンセリングを実施するとともに、「日本
版デュアルシステム」を始めとする効果的な職
業訓練の実施等によって、その就職を支援する」
と記述があり、また「（１）職業キャリアの段階
に応じた支援の充実 ロ．発展期における支援」
の中でも「職業キャリアの中断を余儀なくされ
た者については、キャリア・コンサルティング
を通じて、自らの職業キャリアを見通し、具体
的な目標設定を行えるよう支援しつつ、雇用の
セーフティネットとして、公的責任の下、民間
教育訓練機関も活用した効果的な職業訓練の実
施や職業安定機関との一層の連携強化により、
早期かつ円滑な再就職の実現を図る」とある。 
 以上３つの資料から、年齢段階については、
１５～３４歳の若年と定義されたフリーターや、
概ね３５歳未満との記述が見られることから、
３５歳未満の若年期の人々を主たる対象として
いることがわかる。職業キャリア段階について
は、「就業経験が乏しい」「職業能力形成の機会
に恵まれなかった者」「不安定な就労を繰り返す
非正規労働者」という記述は職業生活に入る前
段階と考えれば、準備期にあたるのではないだ
ろうか。そして「子育て終了後の女性等これま
で職業能力形成の機会に恵まれなかった者」は、
「職業キャリアの中断を余儀なくされた者」と 
考えれば発展期にあたると考えられる。雇用段
階については、離職者訓練を行う以上、その対
象者が離職期であることは明白である。 
 以上から委託訓練は、年齢段階は若年期で、
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キャリア段階は準備期～発展期、雇用段階は離
職期にある人々が主たる対象となっていると考
えられる。 
 
3.2 現行の職業訓練カリキュラム 
 雇用・能力開発機構が運営する施設と受託機
関での設置学科やカリキュラムはどうなってい
るのか、それぞれについて掘り下げる。 
 雇用・能力開発機構が運営するポリテクカレ
ッジに設置されている学科やカリキュラムは、
省令の別表第六に基づいており、１６の訓練系、
２９の専攻科があるが、その全てが開講されて
いるわけではない。ほとんどのポリテクカレッ
ジは、生産技術科、制御技術科、電子情報技術
科を中心に、５つ程度の専攻科が設置されてい
る。（２００９（平成２１）年７月現在） 
 実際に設置されている専攻科で「情報」と名
のつくものは物流情報科、２００９年度に新設
された電子情報技術科と、２００８（平成２０）
年度を最後に募集停止となった情報技術科であ
るが、そのカリキュラムを見ても、情報工学概
論、システム実習、情報通信システム、電気電
子工学など、専門分野に特化した内容ではある
ものの、いずれにも情報倫理に関する科目や授
業内容はない。 
 また、ポリテクセンターで実施されているカ
リキュラムは、「訓練目標、指導内容等から訓練
カリキュラムを３日間単位（ユニット）、１ヶ月
単位（システム）と３ヶ月単位（仕上がり像）
に分け、これらを階層構造に組み合わせて編成
[20]」している。そこで、情報・通信系のユニッ
トに情報倫理に関するカリキュラムがあるかを
調べてみると、「インターネット利用技術[21]」
というユニットの中に、「『ネチケット』とは」
という内容で１時間割り当てられ、その到達水
準は「インターネット上のマナー／エチケット
について知っていること」とあり、「インターネ 
[20]職業能力開発総合大学校,”職業能力開発ステーション
サポートシステム カリキュラムモデル検索 離職者訓
練におけるシステム・ユニット訓練の概要”, http://www. 
tetras.uitec.ehdo.go.jp/CurriculumModel/outline/,(20
10/08/08 確認) 
[21]職業能力開発総合大学校,”職業能力開発ステーション
サポートシステム カリキュラム検索 情報・通信系ユニ
ット名「インターネット利用技術」”,http://www.tetras. 
uitec.ehdo.go.jp/CurriculumModel/unitsheet/?cd=IU7
04-1060-1,(2010/08/08 確認) 
ット基礎技術[22]」というユニットには「基本的
なエチケット、マナー」という内容で１時間が
割り当てられ、到達水準は「エチケット、マナ
ーについて知っていること」とあった。しかし
これ以上の詳細はなかったので、具体的な授業
内容は各施設に任されていると思われる。 
 ここでは多少の情報倫理教育が行われている
ように見られるが、その内容は「ネチケット」
である。ネチケットはネットワーク＋エチケッ
トの造語で、ネットワーク上で守るべき規範と
されている。 
 その詳細を、ＩＥＴＦ（Internet Engineering 
Task Force：インターネット技術の標準化を推
進する任意団体）が１９９５（平成７年）年１
０月にまとめた"Netiquette Guidelines"の日本
語版[23]からその意味を読み取ると、「ネットワ
ークの技術的側面を考慮した、ネットワーク上
でのコミュニケーションについて注意すべき
事」という事が言える。 
 ここで疑問が出てくるのは、ネチケット教育
を情報倫理教育と見なしていいのかという問題
である。情報倫理の範疇については第１章第１
節にて言及したが、少なくともネチケットは情
報倫理の中の１つの分野であり、これだけで情
報倫理教育と言ってしまうには不充分であると
考えられる。 
 次に、受託機関で開講している訓練分野を調
べると、管理・事務系、情報・通信系、居住系、
機械系、電気・電子系、化学系、デザイン系、
その他、といった分野に分けられている。[24] 
 この中の情報・通信系にはどういったコース
があるのかを調べてみると、実に１００以上の
コース名があったが、その中には「ＩＴビジネ
スワーク科」「ＩＴビジネス科」「ＩＴビジネス
事務科」や、「ビジネスパソコン科」「ビジネス 
[22]職業能力開発総合大学校,”職業能力開発ステーション
サポートシステム カリキュラム検索 情報・通信系ユニ
ット名「インターネット基礎技術」”,http://www.tetras. 
uitec.ehdo.go.jp/CurriculumModel/unitsheet/?cd=IU7
04-X051-1,(2010/08/08 確認) 
[23]高橋邦夫,”ネチケット・ガイドライン(RFC1855)日本
語版”,http://www.cgh.ed.jp/netiquette/rfc1855j.html, 
(2010/01/27確認) ※原文はS.Hambridge,“Netiquette 
Guidelines”,http://www.ietf.org/rfc/rfc1855.txt?num
ber=1855, (2010/08/08 確認) 
[24]独立行政法人 雇用・能力開発機構,”求職者向け公共職
業訓練コース情報”, http://course.ehdo.go.jp/,(2010/08/ 
08 確認) 
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パソコン実践科」「ビジネスパソコン実務科」な
どの類似したコース名が何種類かあるため、実
際のところ大きく分けると、パソコンの基本操
作系、アプリケーション操作系、システム開発
系、Web 系、その他の５種類程度となると考え
られる。 
 ではカリキュラムはどうなのか、その一例と
して、雇用・能力開発機構が提示する、再チャ
レンジコースの「ソフトウェア産業即戦 Java
創造科」というプログラマを養成するためのコ
ースのモデルカリキュラムを表４に示す。技術
面に特化することは当然であるが、やはり情報
倫理に関する科目は見当たらない。 また、実
施されているほとんどのカリキュラムが、雇
用・能力開発機構から提示されているモデルカ
リキュラムそのままである。その理由として、
資料に「モデルカリキュラムについては、同一
科名を使用する場合は変更を認めない。モデル
カリキュラムを引用してカリキュラムを作成す
る場合は、コース名を変更して提案すること。
[25]」と決められているため、変更した際に審査
が通らない可能性もあるので、新しく提案する
事が難しいと考えられる。 
 以上のことから、職業訓練制度で行われてい
る情報倫理教育について、現行のカリキュラム
で充分かを検討した結果、やはり不充分である
ことが明確となった。 
 
4. 職業訓練カリキュラムの提案 
4.1 学校教育との差別化を意識した
カリキュラム概要 
 職業訓練のカリキュラムを考えるにあたって、
職業能力開発促進法第三条の二第二号に、「職業
訓練は、学校教育法 （昭和二十二年法律第二十
六号）による学校教育との重複を避け、かつ、
これとの密接な関連の下に行われなければなら
ない。」と、その教育内容に注意するよう規定さ
れている。 
 学校教育法に定められている学校とは、幼稚
園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、
特別支援学校、大学、高等専門学校、専修学校
（いわゆる専門学校）の９種類あり、これらの 
 [25]雇用・能力開発機構,”平成 21 年度民間教育訓練機関等
を活用した離職者訓練に係る企画競争説書”,2009,p.132 
学校の教育内容全てとの重複を避けるカリキュ
ラムを考えなければならないのかというと、そ
うではないと考える。その理由を、職業訓練受
講者の平均像と、教育内容の２点からみる。 
 職業訓練受講者の平均像について考えると、
受講者各々の最終学歴はバラバラであることを
前提に考えなければならない。１５歳～３４歳
の若年層が中学や高校を卒業した時期の進学率
を文部科学省の資料『文部科学統計要覧(平成
22 年版)』[26]から見ると、高校進学率は９４％
以上あるのに対し、高等教育機関（大学、短大、
専門学校など）進学率は近年でこそ７５％を超
えているが、２０年前は５０％強である。従っ
て、義務教育までの内容との重複は極力避ける
べきだが、高等学校以上の内容については、そ
うも言えないのではないだろうか。 
 教育内容について考えると、学校での情報倫
理教育は第１章第２節でも挙げたが、中学校で
は「個人情報や著作権の保護及び発信した情報
に対する責任[8]」を中心とし、高等学校では「情
報の伝達手段の信頼性、情報の信憑性、情報発
信に当たっての個人の責任、プライバシーや著
作権への配慮、誤った情報や偏った情報が人間
の判断に及ぼす影響、不適切な情報への対処法
[9] [10]」を中心に扱うように、学習指導要領で定
められている。大学での情報倫理教育はその内
容も様々だが、法、倫理、技術の各分野で、各
大学が特色あるカリキュラムを編成している。 
 中学、高校、大学については前述「2.2 学校
における情報倫理教育」に挙げた内容で教育を
されているが、第１章でも述べたように学習指
導要領に情報倫理教育についての記載が出てき
たのは、に中学校の技術・家庭は２００２（平
成１４）年、高等学校で情報科目が新設された
のが２００３（平成１５）年である。然るに、
委託訓練を受ける年代の中で、これらのカリキ
ュラムで教育を受けている人数の方が圧倒的に
少ないのは明白である。 
 以上の事から、中学校や高等学校で行われる
情報倫理教育の内容と重複する事を完全に避け
た上で、職業訓練の情報倫理カリキュラムを作 
成する事は不可能であり、逆に学校教育の範囲 
[26]文部科学省,”文部科学統計要覧(平成 22 年版) 1.学校教
育総括”,http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/002/ 
002b/1293986.htm, (2010/08/08 確認) 
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表４ 「ソフトウェア産業即戦 Java 創造科」のモデルカリキュラム[27] 
訓練目標 
情報技術全般に対する基本的な知識・技能を持ち、ビジネスマナーやコミュニケーション
など対人対応力をベースに他者と協力して仕事を進める事を学習する。 
仕上がり像 
情報技術全般に対する知識・技能を持ち、情報システムの開発やプログラムの開発に従事
できる能力を有する。 
就職先の職務 ソフトウェア産業、プログラマ 
訓 
 
 
練 
 
 
の 
 
 
内 
 
 
容 
科    目 訓  練  の  内  容 時間
学 
 
 
科 
コンピュータシステム 
コンピュータシステム、ＣＰＵと記憶装置、ソフトウェア、オペ
レーティングシステムの機能、ファイル 
９ 
ネットワーク技術 ネットワーク、伝送技術と伝送制御 １５
セキュリティ 
セキュリティ管理、機密保護、不正アクセス、 
コンピュータウィルス、セキュリティ対策 
６ 
データベース データベースの基本知識、データベースの設計・操作・運用 １２
システム開発 
システム開発の方法と工程、システムの設計、プログラミングと
テスト、オブジェクト指向、システム開発の生産性向上と工数見
積もり、システムの性能・評価と運用、システムの形態 
１２
コンピュータ科学基礎 
10 進数・2進数・16進数、いろいろなデータ表現、シフト演算、
誤差、論理演算、論理回路、状態遷移図とオートマトン、データ
構造、アルゴリズム 
１２
情報化と経営 
確率と統計、オペレーションズリサーチ、品質管理、企業の経営・
会計・経営分析、ビジネスシステム、関連法規 
１２
補足知識 開発工程、UNIX 研修、オブジェクト指向入門、Web 概論 １８
実 
 
 
技 
Java の基本構文 Java プログラミングの概要、プログラムの基本要素・演習 ２７
クラス クラスとオブジェクト、配列・文字列 ２１
先進機構 パッケージ、例外処理、ストリーム、スレッド ２１
ＡＰＩ API ドキュメント、java.lang、java.util、java.net ２７
ＧＵＩ 
AWT の概要、ウィンドウの作成、java.awt.Graphics クラス、イ
ベント処理プログラミング、GUI 部品、ダイアログの作成 
２７
サーブレット 
Web アプリケーション概要、Web ブラウザと Web アプリケーショ
ン間でのデータ送受、サーブレット 
２７
総合演習課題 
プロジェクト管理・役割分担・システム開発・提案システムの企
画書作成及びプレゼンテーション 
４２
その他
 
訓練に係る行事 
就職支援 
就職相談 
ＶＤＴ安全衛生 
入校式・修了式 
自己分析、履歴書や職務経歴書等書類作成指導 
就職活動に係る個別相談 
ＶＤＴとは、ＶＤＴ作業の注意点、症状、対策等 
６ 
１８
９ 
３ 
訓練時間総合計 ３２４時間（学科９６時間、実技１９２時間、その他３６時間） 
 
を教育した上で、情報技術の専門家として仕事
で特に求められるスキル（職能倫理）について
の教育も必要であると考える。 
 では次に、情報技術という専門職に就く専門 
家が、仕事で特に求められる職能倫理とは何か
について考察する。まず専門職とは何かを確認
し、情報技術が専門職たる性質を有するのかを
考えた上で、情報技術に従事する際に必要とさ
れる職能倫理を考察する。 
[27]雇用・能力開発機構,”平成 21 年度民間教育訓練機関等
を活用した離職者訓練に係る企画競争説書”,2009,p.52 
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 専門職とは、その職に就くにあたってはその
分野の専門的な知識や技術を有することが必要
な職種である。その中には医師や弁護士など、
合格するべき試験や養成課程が定められている
ことにより、その職務を独占できる仕組みがあ
るが、罰則によって資格を剥奪される場合もあ
る。医師法では第三条、第四条、第七条、第七
条の二、第七条の三、第八条に、弁護士法なら
第七条に、それぞれ定められている。 
 またこれらの専門職は専門職集団を形成し、
その中で倫理規定を設けている。こういった倫
理規定こそが、社会に対して負う道義的責任で
あり、また専門職で必要とされている職能倫理
である。これを遵守することによって社会から
専門家と認められる。 
 では、情報技術という専門職は、以上のよう
に養成課程や試験によってその職務を独占でき
る仕組みがあるのだろうか、専門職集団で設け
られた倫理規定に違反すると、その職務を失う
のだろうか。答えはＮＯである。しかし、情報
技術は専門職ではないのかというと、これもそ
うではなく、立派な専門職である。 
 このような形の職種は「準専門職」と言われ、
専門的な知識や技術を有することが必要ではあ
るが、法によって職務の独占が認められている
わけではなく、懲戒による職務の剥奪もない。
（これが、情報技術の専門家と素人との境界線
を曖昧にしている原因の１つであり、情報倫理
教育が徹底てきない理由であると考える。）しか
し、情報技術に従事する人々も専門職集団を形
成し、その中で倫理規定を設けており、専門家
として職務で必要とされる事が記載されている。
これが情報技術専門職で必要とされる職能倫理
だと言える。 
 これに違反した際には、最悪でもその専門職
集団から追放をされる程度で、上記の通り職務
を剥奪されるわけではないが、社会に対して負
う道義的責任という意味では、これを遵守して
いなかったことになるので、そういった人を社
会が専門家として認めてくれるという保証は無
くなるだろう。 
 では、情報技術の専門家として仕事で特に求
められる職能倫理は具体的にどのようなものな
のか、その一端は電子情報通信学会や情報処理
学会の倫理綱領、海外のものならＡＣＭ
（Association for Computing Machinery：計算
機械学会）の倫理綱領、ＩＥＥＥ（Institute of 
Electrical and Electronic Engineers：アメリカ
電気電子学会）のソフトウェア工学倫理綱領な
どから伺える。これらは各学会に所属する会員
の綱領ではあるが、その方針は「専門家として
どう振る舞うか」という点で、所属しているか
否かの問題ではないと考えられるので、大いに
参考にすべきではないだろうか。以下、それぞ
れの倫理綱領から、情報技術の専門家に必要な
職能倫理について分析し、カリキュラムに組み
込めそうなものを探る。 
 情報処理学会の倫理綱領[28]と電子情報通信
学会の倫理綱領[29]についてその共通点を探し
ていくと、情報処理学会の内容のほとんどが、
電子情報通信学会に挙げられている内容のどれ
かに該当していることがわかったので、情報処
理学会の倫理綱領を中心として、電子情報通信
学会の条項を対比させ、共通点を表５にまとめ
た。情報処理学会の１．５に該当するものは電
子情報通信学会になく、情報処理学会の３．１
と３．２は情報システムについての内容であっ
たため、これも電子情報通信学会に該当するも
のはなかった。 
 そして海外に目を向けると、ＡＣＭとＩＥＥ
Ｅの倫理綱領については、Sara Baase[30]がその
要点を２点にまとめている。１点目は「これら
の倫理綱領は誠実さや公平さの基本的な倫理的
価値を強調している。これらの倫理綱領には守
秘義務を尊重する責任を含む職業的な行動や専
門的な能力の保持や、法規関連の自覚や、契約
や合意の遵守、などが網羅されている。」とし、
専門家としてとるべき行動について言及してい
る。２点目は「また、プライバシーの尊重と保
護や、他者への危害を回避することや、財産権
（知的財産やコンピュータシステム自体）の保 
[28]社団法人 情報処理学会,”情報処理学会倫理綱領”,http: 
//www.ipsj.or.jp/03somu/ipsjcode/ipsjcode.html ,(2010/
01/27 確認) 
[29]社団法人 電子情報通信学会,”電子情報通信学会倫理綱
領”, http://www.ieice.org/jpn/about/code.html,(2010/01 
/28 確認) 
[30]サラ・バーズ著 日本情報倫理協会訳,『ＩＴ社会の法と
倫理 第２版』,ピアソン・エデュケーション,2007,p.387 
※原書は Baase, Sara. A Gift of Fire: Social, Legal, 
and Ethical Issues for Computers and the Internet. 
2nd ed., Prentice Hall,2002 
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表５ 情報処理学会と電子情報通信学会の倫理綱領における共通点[28][29] 
情報処理学会 電子情報通信学会 
１．社会人として
 
１．１ 他者の生命、安全、財産を侵害しない。 １（２） 他者に危害を与えることを予防する。 
１．２ 他者の人格とプライバシーを尊重する。 １（３） 他者の権利の侵害が生じることを避ける。
他者の権利には、所有の権利、プライバシーの権利
等が含まれる。 
１．３ 他者の知的財産権と知的成果を尊重する。
５．知的財産権 全般 
１．４ 情報システムや通信ネットワークの運用規
則を遵守する。 
６．ネットワークアクセス 全般 
１．５ 社会における文化の多様性に配慮する。 （該当なし） 
２．専門家として
 
２．１ たえず専門能力の向上に努め、業務におい
ては最善を尽くす。 
４．品質保証 全般 
２．２ 事実やデータを尊重する。 １（１） 公正と誠実を重んじる。 
２（２） 電子情報通信技術の進展によって生じる
社会的影響について、客観的事実を明らかにするよ
う努力する。 
２．３ 情報処理技術がもたらす社会やユーザへの
影響とリスクについて配慮する。 
２（１） 電子情報通信技術の進展とその成果が与
える社会的責任を自覚する。 
２．４ 依頼者との契約や合意を尊重し、依頼者の
秘匿情報を守る。 
３（１） 職務上知りえた秘密を他に漏らさない。 
３（２） 職務上知りえた秘密を自分および他者の
利益のために使用しない。  
３（３） 業務上相互に合意の上取り交わした契約、
了解事項、責任分担等の条項はこれを尊重する。 
３．組織責任者として
 
３．１ 情報システムの開発と運用によって影響を
受けるすべての人々の要求に応じ、その尊厳を損な
わないように配慮する。 
（該当なし） 
３．２ 情報システムの相互接続について、管理方
針の異なる情報システムの存在することを認め、そ
の接続がいかなる人々の人格をも侵害しないよう
に配慮する。 
（該当なし） 
３．３ 情報システムの開発と運用について、資源
の正当かつ適切な利用のための規則を作成し、その
実施に責任を持つ。 
９（２） 品質保証、知的財産権保護、要員の教育
訓練等の体制の整備および向上のための方策を設
定し、人および資材の合理的配分に配慮する。 
３．４ 情報処理技術の原則、制約、リスクについ
て自己が属する組織の構成員が学ぶ機会を設ける。
９（１） 自己の管理下にある構成員に対してもそ
の遵守を促す。 
 
護、などの責任を強調している。」とし、他者へ
の配慮を中心とした内容になっている。 
 実は情報処理学会の倫理綱領は、ＡＣＭの倫
理綱領に大きく影響を受けている。そのためか、
Sara Baase が述べた要点の１点目が、情報処
理学会の「２．専門家として」とほぼ符合し、
２点目が「１．社会人として」とほぼ符合する。 
 具体的に見ていくと、「１．社会人として」の
１～３に挙げられているものは、他者を尊重し
侵害しないという内容で、法律においても定め
られている事なので言及するまでもない。４は
運用規則の遵守が書かれており、これはネチケ
ットにも通じるところがある。５では文化の多
様性に配慮する旨で、４までの内容とは一線を
画すが、これらはタイトル通り社会人、或は現
在だとコンピュータネットワークに関わる人な
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らば注意しておきたい事柄であるため、情報技
術の専門家として求められるものではないと考
える。「２．専門家として」「３．組織責任者と
して」で挙げられている内容は、仕事をする人
でないと関わる事ができない部分であるので、
専門家として求められる職能倫理はこの範囲で
あり、職業訓練で教育をする必要があるだろう。 
 しかし、今回は職業訓練の中でも委託訓練で
行う情報倫理教育である。対象者は離職した就
職準備～発展期の若年層なので、「３．組織責任
者として」の範囲までを扱う事は、以下の理由
で難しいと考える。１つはキャリアと年齢につ
いて考えると、受講者のほとんどは情報技術の
仕事に携わった事がない若年層であるため、い
きなり責任者としての教育をしても、その教育
効果については疑問を抱かざるを得ない。なら
ば、段階的な教育という観点からも、「２．専門
家として」の内容までにしておくのが効果的だ
と考える。もう１つは時間の問題であり、飽く
までも委託訓練カリキュラムの中の一教科であ
る以上、割ける時間数は限られているため、基
礎から段階的に教育をしていくと、責任者とし
ての教育まで辿り着かないのではないだろうか。 
 以上から、委託訓練で行う情報倫理教育は、
著作権、プライバシー、個人情報、情報発信者
の責任、情報の信憑性といった基礎的な知識を
踏まえた上で、専門家としてとるべき態度とい
った職能倫理の範囲を扱うことを提案する。 
 
4.2 提案するカリキュラム案と予想
される完成像 
 先に委託訓練で行う情報倫理教育の範囲を提
案したので、本節ではその範囲に従ってカリキ
ュラムを提案する。提案するにあたっては、表
４に挙げたモデルカリキュラムに組み込むこと
が可能な形で考えるため、概要を以下のように
設定する。 
 ・学科／実技の別：学科 
 ・科目名    ：情報倫理 
 ・時間数    ：６コマ（１コマ５０分） 
 ・訓練の内容  ：著作権、プライバシー、 
       情報発信者の責任、個人情報、 
       情報の信憑性、職能倫理 
 時間数については、以下の点から考慮した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ セキュリティと情報倫理の全体像 
 
まず１つは技術系の講義の中で倫理の講義は異
色であるため、受講者の興味を惹かないかもし
れない（それは講師の技量にかかるかもしれな
いが）という事と、もう１つは学科の科目にあ
る「セキュリティ」の内容に、情報倫理とも関
連がある不正アクセスや機密保護といった項目
が既に６コマ割り当てられており、これと情報
倫理の６コマを合わせれば、データベース、シ
ステム開発、コンピュータ科学基礎、情報化と
経営、といった科目に並んで１２コマとなるた
め、情報倫理を６コマとした。 
 セキュリティの内容と情報倫理の内容を併せ
た全体像は、図６のようになると考えられる。
機密保護に関しては、セキュリティの授業で行
う内容になっているが、個人情報やプライバシ
ーとも密接な関係にあるため、この位置にある
と考えた。 
 では次に情報倫理の指導要領を、高等学校の
学習指導要領の様式に倣って、目標、内容、内
容の取り扱いについて提案する。 
１．目標 
 情報技術の専門家として職務で必要とされる
倫理的な判断をするための基礎的な知識を習得
させるとともに、職務を遂行する際に直面する
諸問題に対して専門家としてとるべき態度を育
てる。 
２．内容 
 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｳｨﾙｽ 
不正アクセス 
セキュリティ管理 
セキュリティ対策 
著作権 
個人情報 
職能倫理
情報の信憑性
情報発信者の責任
技術分野 倫理分野 
法分野 
機密保護 プライバシー 
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（１） 情報処理技術者に必要な法規と責任 
ア 著作権 
 プログラムや画像や音楽などの創作物は、知
的財産として保護されるべき著作物であり、適
用されている著作権法について理解させる。 
イ 個人情報とプライバシー 
 保護されるべき個人情報やプライバシーとは
何かを具体的に考え、個人情報保護法について
も理解させる。 
ウ 情報発信者の責任と情報の信憑性 
 情報を発信する際に、その情報は法律に抵触
するものではないか、受信する際にはその情報
が信頼できるものか。情報の受発信が容易にな
った現在、専門家として細心の注意が必要であ
ることを理解させる。 
（２） 情報処理技術者に必要な職能倫理 
 職務で行った判断や行動が社会やユーザーへ
与える影響やリスクについて、実際の事例など
を通して認識させ、専門家としてとるべき態度
や心構えについて考えさせる。 
３．内容の取扱い 
（１） 内容の（１）ついては職務で必要とな
る法と責任について扱う。アについては、現在
のＩＣＴ環境が容易に著作物のコピーを作成
し、流通させることが可能であるという事を踏
まえて、複製権や公衆送信権などの支分権につ
いても扱うようにする。イについては職務で扱
う個人情報やプライバシーとは、具体的にどの
ようなものか挙げ、法律と照らし合わせて考え
させる。ウについては、自分自身がホームペー
ジを作ったりメールを送信したりする発信者側
の立場と、インターネット上の情報を見たりメ
ールを受信したりする受信者側の立場の双方か
ら扱うようにする。 
（２） 内容の（２）についてはケーススタデ
ィを扱うが、内容の（１）とのつながりを考慮
したものを扱うようにする。また、新たな技術
が開発されると、その技術についての問題が出
て来る事も考え、扱うケーススタディが古くな
らないようにする必要がある。 
 以上で提案した情報倫理の指導要領に記載し
た「２．内容」について、５０分授業６回（３
００分）で、どのように時間を配分するかにつ
いては、以下のように提案する。 
内容 時間配分（分）
（１） 情報処理技術者に必要な
法規と責任 
２００分 
ア 著作権 ６５分 
イ 個人情報とプライバシー ６５分 
ウ 情報発信者の責任と情報
の信憑性 
７０分 
（２） 情報処理技術者に必要な
職能倫理 
１００分 
 これを踏まえて、提案した情報倫理の指導要
領に記載した「２．内容（１）情報処理技術者
に必要な法規と責任」について、著作権、個人
情報とプライバシー、情報発信者の責任と情報
の信憑性、の３つの単元の学習指導計画例につ
いても以下に提案する 
学習単元 著作権 
指導目標 
現行の著作権法について理解させ
る。 
回
学習 
内容 
時間
(分)
学習活動（指導上の 
留意点その他） 
第１回
 
知的財産と知的財産権
 
５ 
知的財産とは何かについて
説明し、現行の知的財産権
の大まかな枠組みについて
理解させる。（全てを細かく
説明せず、言葉の紹介程度
にする。） 
著作物と著作権
 
１０
著作権法第二条にある著作
物の定義を理解させ、それ
を行使できる著作者と著作
権者について説明する。 
著作物の具体例
 １５
著作権法第十条から第十三
条に挙げられている著作物
について理解させる。 
著作者の権利
 
２０
著作者人格権と、財産権と
しての狭義の著作権につい
て、どのような権利がある
のか、支分権を中心に説明
する。（本の出版や、レンタ
ルＣＤの例を挙げるとよ
い。） 
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第２回
 
著作権の制限
 
１５ 
著作権法第三十条から第五
十条に挙げられている、著
作物を著作権者の許可なく
利用できる場合について理
解させる。特に、情報処理
と関連のある第四十七条の
三から第四十七条の九に挙
げられる内容を重点的に扱
う。（情報処理と関連する部
分は、実際の業務の例を挙
げるとよい。） 
 
学習単元 個人情報とプライバシー 
指導目標 
保護されるべき個人情報やプラ
イバシーとは何かを具体的に考
え、個人情報保護法についても
理解させる。 
回 
学習 
内容 
時間 
(分) 
学習活動（指導上の 
留意点その他） 
第２回
 
個人情報とは
 
１０ 
受講生に、個人情報にあ
たるものは何かを、意見
を出して考えさせる。 
個
人
情
報
の定義
 １０ 
個人情報の保護に関する
法律第二条について説明
し、先に出した各自の意
見と比べて理解させる。
個人情報の扱い
 
１５ 
個人情報の保護に関する
法律第十五条から第三十
六条に掲げてある、個人
情報取扱事業者の義務に
ついて理解させる。（実際
の業務の例を挙げるとよ
い。） 
第３回
 
プライバシー権としての個人情報
 
１５ 
自分の私的領域や自分の
生活にかかわる情報も、
今のＩＣＴ社会では個人
情報となりえることを理
解させる。（ICOCA や
PiTaPa などに記録され
る電車の乗降情報もこれ
にあたる。） 
第３回
 
プライバシーの考え方
 
１５
「独りにしておいてもら
う権利」から「自己情報
管理権」へと変化したこ
とを理解させる。 
 
学習単元 
情報発信者の責任と情報の信憑
性 
指導目標 
情報を受発信する際に、その情
報の信憑性について考え、専門
家として細心の注意が必要であ
ることを理解させる。 
回
学習 
内容 
時間
(分)
学習活動（指導上の 
留意点その他） 
第３回
 
表現の自由
 
２０
表現の自由は憲法で保障
されているが、実際はど
んな表現でも許されてい
るわけではないことを理
解させる。 
第４回
 
情報の受信
 
２０
情報を受信する際には、
その情報が本当に正しい
のかを見極める必要があ
ることを理解させる。（チ
ェーンメールや掲示板の
例を挙げて説明する。） 
情報の発信
 
３０
情報を発信するにあたっ
て、その情報が法に抵触
しないことは勿論、受信
者が不快にならないかに
も配慮が必要であること
を理解させる。（抵触する
法は、先に行った著作権
や個人情報に絡めるとよ
い。） 
 次に、提案した情報倫理の指導要領に記載し
た「２．内容（２）情報処理技術者に必要な職
能倫理」についての授業計画例を以下に提案す
る。 
 ケーススタディは様々な方法や題材で授業を
行うことが可能で、これについては５０分授業
２コマ（１００分）を割り当てており、１コマ
で１つの題材を扱うことが望ましいと考える。 
 では、そのうちの１コマの例を挙げる。題材
の例は、矢野と林の著書から引用する。 
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「ある会社に勤務している従業員Ａが、業務用
のパソコンを使用して、１日２通程度の私用電
子メールを送受信していました。しかし、その
中には、会社の人事に関する不満や、上司の悪
口が繰り返し書いてありました。会社は、Ａに
無期限の出勤停止を明示、その後解雇しました。
この会社では、私用電子メールを禁止する規定
は定められていませんでした。[31]」 
 この問題について、会社は従業員に無断でモ
ニタリングできるのか、或はプライバシーの問
題として一切モニタリングは許されないのか、
または、どこかに判断基準を定めて、その折衷
案を見出せるのか。 
 この題材は上記の授業計画例にある、第３回
授業で取り上げたプライバシーに絡んだ問題で
あり、その知識をいかに引き出して判断するか
を期待する。そして授業の進行は、以下の時間
配分で行うことを提案する。 
学習単元 ケーススタディ 
指導目標 
実際の事例を通じて、専門家と
してとるべき態度や心構えに
ついて、お互いの討論を通じて
考えさせる 
回 学習 
内容 
時間 
(分) 
学習活動（指導上の 
留意点その他） 
第４回
 
問題となる事例の背景
 
１５ 
実際の事例を挙げ、当事
者双方の立場を理解さ
せる。（当事者の片方に
偏向するような説明を
しない。ポイントとなる
法律があれば示す。） 
ディスカッション
 
２０ 
受講者に討論をさせ、お
互いの考え方をやりと
りする。（事例によって
討論が潤滑に進まない
のなら、いくつかの選択
肢を示して受講者の考
えをまとめるようにし、
討論が潤滑に行われる
ようにする。） 
結び
 １０
当事者双方の比較衡量
を見出し、判断基準をど
こに定めるかを、考えさ
せる。（過去の判例など
も参考にして指導す
る。） 
 以上のような内容で教育をすることによって
期待する完成像は、法規を基礎知識とした職能
倫理が身につき、就職した際、職場に倫理綱領
があれば早く理解して実践することが可能とな
る。また、倫理綱領がない場合でも問題に直面
した場合に適切な行動がとれるようになり、知
らず知らずのうちにトラブルに巻き込まれるよ
うな事態は避けられるのではないだろうか。さ
らに、ないのであれば倫理綱領を作成し、リー
ダーシップをとって後続に指導できるようにな
れば、後々もトラブルが起こる確率は減ってい
くであろう。 
 
5. おわりに 
 本研究では、委託訓練における情報倫理教育
カリキュラムを作成し、その提案方法は学習指
導要領を模したものとしたが、学習指導要領を
定められている初等中等教育では、これを基に
教員が学習指導計画書を作成し、運営している。
委託訓練でこの講義を担当する講師はそこまで
行う必要はないが、それ以上に必要とされるの
は、受講者の能力のバラつきを早い段階で把握
し、それに見合った適切な講義ができるかどう
かである。そうでないと、実習を伴わないこの
講義は受講生の興味を惹かず、馬耳東風となる
であろう。 
 そして今後必要な事は、教育したことによっ
て受講者がどれだけ理解できたかなど、教育効
果の測定や評価をする仕組みも必要であると考
える。その方法は様々あるが、一番簡単な方法
は一問一答形式の小テストであり、これは問題
に対する答えが決まっているため、知識の評価
という点では可能だろう。しかし、実際の諸問
題に直面した場合の行動や態度についてはこの
方法では測り兼ねるため、口頭試問か小論文形
式のレポートにより、受講者の考え方を問う方 
 [31]矢野直明 林紘一郎,『倫理と法 情報社会のリテラシ
ー』,産業図書,2008,pp.42-23 
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法が最善かと考える。この場合は、試問や論文
レポートの評価基準を明確にしておく必要があ
ると思われるが、その基準は統一したものを作
っておく必要があるのか、あるいは緩い基準だ
け作っておいて出題者の裁量に委ねるのか、な
どといった問題が出てくる。 
 本研究ではカリキュラムの作成に留まったが、
これら評価方法については、今後の研究課題と
したい。 
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